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英
E
U
合
意
の
内
容

　

20
年
12
月
24
日
、
移
行
期
間
の
終
了
が

1
週
間
後
に
迫
る
中
、
英
国
と
E
U
が

F
T
A
で
合
意
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、

E
U
離
脱
を
決
め
た
16
年
6
月
の
国
民
投

票
以
来
、
4
年
以
上
に
わ
た
っ
て
続
い
た

ブ
レ
グ
ジ
ッ
ト
を
め
ぐ
る
混
迷
に
一
段
落

が
着
い
た
こ
と
と
な
る
。
新
協
定
が
結
ば

れ
な
い
ま
ま
21
年
を
迎
え
る
「
合
意
な
き

移
行
期
間
終
了
」
と
い
う
最
悪
の
シ
ナ
リ

オ
が
土
壇
場
で
回
避
さ
れ
た
こ
と
で
、
市

場
関
係
者
や
英
国
で
ビ
ジ
ネ
ス
を
行
う
企

業
の
間
に
は
安あ

ん
ど堵

感
が
広
が
っ
た
。

　

ま
ず
、
今
回
の
英
E
U
間
の
合
意
内
容

を
確
認
し
て
お
き
た
い
（
図
表
1
）。
財

貿
易
に
つ
い
て
は
、
数
量
割
当
な
ど
の
制

限
な
く
関
税
ゼ
ロ
を
維
持
す
る
こ
と
に
成

功
し
た
。
た
だ
し
、
E
U
の
単
一
市
場
や

関
税
同
盟
か
ら
は
離
脱
す
る
た
め
、
原
産

地
証
明
な
ど
の
通
関
手
続
き
が
必
要
と
な

る
。
ヒ
ト
の
移
動
に
関
し
て
も
、
短
期
滞

在
で
あ
れ
ば
ビ
ザ
は
必
要
で
な
い
も
の
の
、

英
E
U
間
の
往
来
時
に
入
国
審
査
が
必
要

と
な
っ
た
。
ま
た
、
E
U
市
民
が
英
国
へ

移
住
す
る
際
に
は
、
非
E
U
市
民
と
同
様

の
扱
い
（
ポ
イ
ン
ト
制
）
を
受
け
る
こ
と

に
な
り
、
年
収
や
学
歴
な
ど
を
基
準
と
し

た
ポ
イ
ン
ト
を
一
定
以
上
有
す
る
人
材
の

み
が
ビ
ザ
の
取
得
が
可
能
と
な
る
。
な
お
、

英
国
の
主
要
産
業
で
あ
る
金
融
・
ビ
ジ
ネ

ス
サ
ー
ビ
ス
の
大
部
分
に
加
え
、
外
交
政

策
や
安
全
保
障
面
で
の
協
力
に
つ
い
て
は
、

今
回
の
合
意
で
は
対
象
外
と
な
っ
た
。

　

ぎ
り
ぎ
り
ま
で
溝
が
埋
ま
ら
ず
、
交
渉

の
焦
点
と
な
っ
て
い
た
英
E
U
間
の
公
正

な
競
争
条
件
の
確
保
と
英
海
域
に
お
け
る

漁
獲
量
割
り
当
て
の
問
題
に
つ
い
て
は
、

公
正
な
競
争
条
件
で
は
E
U
が
、
漁
業
で

は
英
国
が
大
幅
に
譲
歩
す
る
こ
と
で
合
意

に
こ
ぎ
着
け
た
。
ま
ず
、
公
正
な
競
争
条

件
に
つ
い
て
は
、
英
国
が
E
U
ル
ー
ル
を

尊
重
す
る
と
し
て
い
る
も
の
の
、
E
U
ル

ー
ル
や
欧
州
裁
判
所
の
影
響
下
か
ら
は
外

れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。
な
お
、
公
正
な
競

争
条
件
が
ゆ
が
め
ら
れ
た
場
合
に
は
E
U

が
必
要
な
措
置
を
取
る
と
し
て
い
る
が
、

具
体
的
な
方
法
な
ど
は
決
ま
っ
て
い
な
い
。

漁
獲
量
割
り
当
て
に
つ
い
て
は
、
英
国
が

12
月
初
め
ま
で
、
英
海
域
で
の
E
U
へ
の

割
り
当
て
を
3
年
間
で
80
％
削
減
す
る
よ

う
求
め
て
い
た
が
、
最
終
的
に
は
、
5
年

英
E
U
合
意
の
経
済
的
影
響

英
国
へ
の
投
資
、中
長
期
的
に
先
細
り
へ

日
本
総
合
研
究
所
調
査
部 

研
究
員

高
野
蒼
太

国際経済

　
英
国
の
欧
州
連
合
（
E
U
）
離
脱
（
ブ
レ
グ
ジ
ッ
ト
）
に
伴
う
両
者
の
新
協
定
交
渉
は
、
移
行
期
間
終
了
1
週
間
前
の

土
壇
場
合
意
で
一
応
の
決
着
を
み
た
。
も
っ
と
も
、
ブ
レ
グ
ジ
ッ
ト
に
よ
り
通
関
手
続
き
の
発
生
に
よ
る
コ
ス
ト
上
昇
が

避
け
ら
れ
な
い
上
、
中
長
期
的
に
は
、
移
民
や
海
外
か
ら
の
投
資
の
減
少
が
英
国
経
済
の
足
か
せ
に
な
ろ
う
。
今
後
は
、

英
国
の
金
融
市
場
に
対
す
る
E
U
の
同
等
性
評
価
や
、
米
国
な
ど
E
U
以
外
と
の
自
由
貿
易
協
定
（
F
T
A
）
交
渉
、
そ

し
て
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン
ド
の
独
立
問
題
な
ど
が
注
目
点
と
な
る
。
な
お
、
2
0
2
1
年
1
月
か
ら
発
効
さ
れ
た
日
英
経
済
連

携
協
定
（
E
P
A
）
に
つ
い
て
は
、
双
方
の
景
気
を
押
し
上
げ
る
効
果
は
限
定
的
で
あ
る
。

た
か
の
・
そ
う
た　
18
年
9
月
早
稲

田
大
政
治
経
済
学
部
卒
、19
年
4
月

日
本
総
合
研
究
所
入
社
。専
門
は
欧

州
経
済
。20
年
4
月
よ
り
一
般
社
団

法
人
経
済
社
会
シ
ス
テ
ム
総
合
研
究

所
客
員
研
究
員
。
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半
か
け
て
E
U
の
漁
獲
量
を
25
％
削
減
し
、

そ
の
後
は
毎
年
協
議
す
る
こ
と
で
合
意
し

た
。経

済
的
影
響

　

最
悪
の
シ
ナ
リ
オ
が
回
避
さ
れ
た
と
は

い
え
、
20
年
末
で
移
行
期
間
が
終
了
し
、

英
国
が
E
U
か
ら
完
全
に
離
脱
し
た
こ
と

に
変
わ
り
は
な
い
。
こ
こ
で
は
、
ブ
レ
グ

ジ
ッ
ト
に
よ
る
英
・
E
U
双
方
の
経
済
へ

の
影
響
を
、
さ
ま
ざ
ま
な
視
点
か
ら
見
て

い
き
た
い
。

　

ま
ず
、
英
国
に
と
っ
て
は
E
U
加
盟
国

と
の
貿
易
に
お
け
る
コ
ス
ト
上
昇
が
避
け

ら
れ
な
い
。
F
T
A
に
よ
っ
て
英
・
E
U

間
の
関
税
が
ゼ
ロ
と
な
っ
て
も
、
21
年
1

月
以
降
は
原
産
地
証
明
や
各
種
規
制
の
適

合
検
査
と
い
っ
た
通
関
手
続
き
が
発
生
す

る
。
英
E
U
双
方
は
税
関
の
増
設
や
人
員

の
増
加
を
急
ピ
ッ
チ
で
進
め
て
い
る
ほ
か
、

オ
ン
ラ
イ
ン
申
請
の
促
進
や
一
部
手
続
き

の
猶
予
・
免
除
を
行
っ
て
い
る
も
の
の
、

依
然
と
し
て
検
査
体
制
や
企
業
側
の
準
備

は
十
分
と
は
言
え
な
い
。
な
お
、
20
年
12

月
後
半
に
英
国
で
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

の
変
異
種
が
発
見
さ
れ
た
こ
と
を
受
け
、

フ
ラ
ン
ス
な
ど
欧
州
諸
国
を
中
心
に
多
く

の
国
が
英
国
か
ら
の
ヒ
ト
・
モ
ノ
の
入
国

を
制
限
し
た
こ
と
で
、
す
で
に
物
流
は
停

滞
し
て
い
る
。
と
り
わ
け
欧
州
大
陸
と
の

主
要
な
貿
易
拠
点
で
あ
る
ド
ー
バ
ー
海
峡

に
お
け
る
混
乱
は
深
刻
で
あ
り
、
一
時
は

お
よ
そ
5
0
0
0
台
の
ト
ラ
ッ
ク
が
立
ち

往
生
す
る
事
態
と
な
っ
た
。「
合
意
な
き

移
行
期
間
の
終
了
」
と
比
較
す
れ
ば
、
イ

ン
パ
ク
ト
が
小
さ
い
も
の
の
、
足
元
で
新

型
コ
ロ
ナ
の
収
束
が
見
通
せ
な
い
中
、
こ

う
し
た
混
乱
が
当
面
続
く
可
能
性
が
高
い
。

そ
こ
に
通
関
手
続
き
や
各
種
規
制
へ
の
対

応
に
伴
う
コ
ス
ト
上
昇
も
相
ま
っ
て
、
21

年
以
降
の
英
国
の
E
U
向
け
輸
出
は
大
き

く
減
少
す
る
公
算
が
大
き
い
（
図
表
2
）。

　

加
え
て
、
英
国
経
済
で
重
要
な
位
置
を

占
め
る
金
融
業
界
を
め
ぐ
っ
て
も
、
コ
ス

ト
の
上
昇
や
不
確
実
性
の
高
ま
り
が
懸
念

さ
れ
る
。
こ
れ
ま
で
在
英
金
融
機
関
は
、

「
パ
ス
ポ
ー
ト
」
と
呼
ば
れ
る
E
U
の
単

一
免
許
制
度
に
よ
っ
て
、
英
国
で
取
得
し

た
営
業
免
許
を
基
に
E
U
域
内
で
自
由
に

金
融
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
こ
と
が
で
き

た
。
し
か
し
、
今
回
の
F
T
A
で
は
、
金

融
サ
ー
ビ
ス
は
合
意
の
対
象
外
と
な
っ
て

い
る
た
め
、
在
英
企
業
は
こ
れ
ま
で
の
よ

う
に
E
U
域
内
の
金
融
市
場
に

対
し
て
完
全
に
ア
ク
セ
ス
す
る

こ
と
が
で
き
な
い
。
英
国
が
域

内
金
融
市
場
へ
の
ア
ク
セ
ス
を

維
持
す
る
た
め
に
は
、
英
国
の

金
融
規
制
が
E
U
と
同
レ
ベ
ル

で
あ
る
こ
と
を
認
め
て
も
ら
う

「
同
等
性
」
の
評
価
を
得
る
必

要
が
あ
る
。
し
か
し
、
数
あ
る

金
融
サ
ー
ビ
ス
分
野
の
う
ち
、

20
年
12
月
31
日
ま
で
に
欧
州
委

員
会
が
同
等
性
を
認
め
た
の
は

イ
ン
グ
ラ
ン
ド
の
デ
リ
バ
テ
ィ

ブ
清
算
機
関
と
ア
イ
ル
ラ
ン
ド

の
証
券
決
済
の
二
つ
の
み
で
あ

る
。
残
り
の
分
野
に
つ
い
て
は
「
今
後
評

価
し
て
い
く
」
と
し
て
い
る
も
の
の
、
同

等
性
が
認
め
ら
れ
る
か
、
認
め
ら
れ
る
と

し
て
も
そ
れ
が
い
つ
に
な
る
か
は
不
透
明

で
あ
る
。

　

中
長
期
的
に
は
、
ブ
レ
グ
ジ
ッ
ト
に
よ

る
移
民
や
海
外
か
ら
の
投
資
の
減
少
が
、

英
国
経
済
の
足
か
せ
に
な
ろ
う
。
ま
ず
、

移
民
に
つ
い
て
見
る
と
、
16
年
の
国
民
投

票
以
降
、
労
働
を
目
的
と
し
た
英
国
へ
の

移
民
流
入
は
E
U
出
身
者
を
中
心
に
減
少

傾
向
に
あ
る
（
図
表
3
）。
前
述
の
通
り
、

移
行
期
間
の
終
了
に
よ
っ
て
E
U
か
ら
完

全
に
離
脱
し
た
21
年
1
月
1
日
に
は
、
英

（出所）各種報道等を基に日本総合研究所作成

〈図表1〉英EU合意の主な内容
財貿易

ヒトの移動

金融・
ビジネスサービス
規制・
競争政策

漁業

その他

関税ゼロ・割当枠なし。原産地証明等の通関手続きは発生。
英 EU間の往来時に入国審査が発生。ビザは不要。EU市民の
英国への移住は非 EU市民と同様の扱いに。

基本的に合意の対象外。金融規制・監督を英と EUで分離。

英国は EUルールや欧州司法裁判所の影響下から外れるものの、EU
ルールを尊重。公正な競争がゆがめられた場合は必要な措置を実施。
5年半かけて英海域でのＥＵの漁獲量割り当てを 25％削減。
その後は毎年協議。
外交政策や安全保障などでの協力は合意の対象外。

（出所）UNCTAD “Brexit Beyond Tariffs: The role of 
non-tariff measures and the impact on developing 
countries” を基に日本総合研究所作成

〈図表2〉英国のEU向け輸出の減少量（移行期間延
長対比）
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国
で
新
た
に
ポ
イ
ン
ト
制
の
移
民
シ
ス
テ

ム
が
導
入
さ
れ
た
。
同
制
度
で
は
E
U
市

民
も
非
E
U
市
民
と
同
様
の
扱
い
と
な
る

ほ
か
、
低
技
能
者
の
ビ
ザ
取
得
が
難
し
く

な
っ
て
い
る
た
め
、
移
民
の
一
段
の
減
少

が
予
想
さ
れ
る
。
近
年
の
英
国
の
人
口
動

態
は
自
然
増
以
上
に
移
民
の
増
加
に
支
え

ら
れ
て
お
り
、
移
民
の
減
少
は
人
口
増
加

ペ
ー
ス
の
鈍
化
、
つ
ま
り
英
国
経
済
の
潜

在
的
な
成
長
力
の
低
下
に
直
結
す
る
（
図

表
4
）。
ま
た
、
英
国
内
の
企
業
に
と
っ

て
は
、
大
陸
欧
州
か
ら
の
安
価

な
労
働
力
に
頼
る
こ
と
が
困
難

と
な
る
た
め
、
コ
ス
ト
の
上
昇

に
よ
る
競
争
力
の
低
下
が
懸
念

さ
れ
る
。

　

海
外
か
ら
の
直
接
投
資
に
つ

い
て
も
、
16
年
を
ピ
ー
ク
に
低

調
に
推
移
し
て
い
る
（
前
掲
図

表
3
）。
先
行
き
も
、
ブ
レ
グ

ジ
ッ
ト
に
よ
っ
て
欧
州
市
場
戦

略
上
の
拠
点
と
し
て
の
魅
力
や

英
国
の
国
際
金
融
セ
ン
タ
ー
と

し
て
の
地
位
が
低
下
し
、
海
外

か
ら
の
投
資
は
先
細
り
し
て
い

く
可
能
性
が
高
い
。
前
者
に
つ

い
て
は
、
通
関
手
続
き
の
発
生

や
労
働
コ
ス
ト
上
昇
を
懸
念
し

た
企
業
が
生
産
拠
点
な
ど
を

E
U
加
盟
国
へ
と
移
転
す
る
動
き
が
加
速

す
る
と
み
ら
れ
る
。
欧
州
に
進
出
し
て
い

る
製
造
業
な
ど
の
企
業
は
、
E
U
の
単
一

市
場
を
活
用
し
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
を

複
数
の
E
U
加
盟
国
に
張
り
巡
ら
せ
て
い

る
。
と
り
わ
け
自
動
車
関
連
産
業
で
広
く

採
用
さ
れ
て
い
る
「
ジ
ャ
ス
ト
イ
ン
タ
イ

ム
」
と
呼
ば
れ
る
生
産
シ
ス
テ
ム
に
お
い

て
は
、
極
力
在
庫
を
抱
え
な
い
こ
と
が
重

要
な
ポ
イ
ン
ト
で
あ
る
た
め
、
通
関
手
続

き
の
発
生
に
よ
る
リ
ー
ド
タ
イ
ム
の
長
期

化
は
大
き
な
損
失
と
な
る
。
実

際
に
、「
ブ
レ
グ
ジ
ッ
ト
と
は

関
係
な
い
」
と
し
な
が
ら
も
ホ

ン
ダ
や
フ
ォ
ー
ド
が
英
国
内
の

生
産
拠
点
の
閉
鎖
を
決
め
た
ほ

か
、
日
産
は
ス
ポ
ー
ツ
用
多
目

的
車
（
S
U
V
）
の
次
期
モ
デ

ル
を
英
国
以
外
で
生
産
す
る
こ

と
を
表
明
し
て
い
る
。
グ
ル
ー

プ
P
S
A
（
旧
プ
ジ
ョ
ー
・
シ

ト
ロ
エ
ン
・
グ
ル
ー
プ
）
や

B
M
W
な
ど
も
英
国
の
生
産
拠

点
の
一
部
閉
鎖
を
示
唆
し
て
お

り
、
大
手
メ
ー
カ
ー
の
英
国
か

ら
の
生
産
移
転
が
当
面
続
く
可

能
性
が
高
い
。
自
動
車
産
業
は

裾
野
が
広
く
、
経
済
波
及
効
果
が
大
き
い

産
業
で
あ
る
こ
と
を
考
え
る
と
、
自
動
車

関
連
産
業
の
生
産
移
転
の
悪
影
響
は
か
な

り
大
き
な
も
の
と
な
る
可
能
性
は
否
定
で

き
な
い
。

　

後
者
に
つ
い
て
は
、
前
述
の
通
り
金
融

サ
ー
ビ
ス
は
英
国
経
済
の
基
幹
産
業
で
あ

り
、
ロ
ン
ド
ン
は
世
界
有
数
の
国
際
金
融

セ
ン
タ
ー
と
し
て
の
地
位
を
確
立
し
て
き

た
。
し
か
し
、
英
シ
ン
ク
タ
ン
ク
の
Z
/

Y
e
n
グ
ル
ー
プ
な
ど
が
公
表
し
て
い
る

「
国
際
金
融
セ
ン
タ
ー
指
数
」
で
は
、
18

年
9
月
以
降
、
ロ
ン
ド
ン
は
ニ
ュ
ー
ヨ
ー

ク
に
首
位
の
座
を
明
け
渡
し
て
い
る
。
21

年
以
降
、
E
U
域
内
の
金
融
市
場
へ
の
ア

ク
セ
ス
が
制
限
さ
れ
る
こ
と
で
、
そ
の
魅

力
が
一
段
と
低
下
す
る
こ
と
は
避
け
ら
れ

な
い
。
ま
た
、
英
金
融
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン

グ
会
社
ア
ー
ン
ス
ト
・
ア
ン
ド
・
ヤ
ン
グ

の
試
算
に
よ
る
と
、
す
で
に
1
兆

5
5
0
0
億
㌦
も
の
顧
客
資
産
と

7
5
0
0
人
分
の
雇
用
が
英
国
か
ら
大
陸

欧
州
側
へ
と
流
出
し
た
も
よ
う
だ
が
、
今

後
も
英
国
か
ら
E
U
域
内
へ
の
資
産
や
人

員
の
移
転
が
続
く
と
み
ら
れ
る
。
な
ぜ
な

ら
ば
、
仮
に
欧
州
委
員
会
が
英
国
の
同
等

（注）移民流入は、各期末における過去1年の累計。
　　プロジェクト件数は、各年4月から翌年3月までの実績。
（出所）Department for International Trade “Inward investment results”、

ONS “Long-Term International Migration estimates”を基に日本総
合研究所作成

〈図表3〉英国への移民流入と海外直接投資
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〈図表4〉英国の人口（前年差）
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性
を
全
面
的
に
認
め
た
場
合
で
も
、
E
U

側
は
い
つ
で
も
同
等
性
評
価
を
取
り
消
す

こ
と
が
で
き
る
た
め
、
金
融
機
関
と
し
て

は
同
制
度
に
依
存
す
る
こ
と
は
リ
ス
ク
が

高
い
か
ら
で
あ
る
。
こ
う
し
た
金
融
資
産

や
雇
用
の
流
出
も
、
英
国
経
済
の
成
長
力

を
下
押
し
す
る
要
因
で
あ
る
。

今
後
の
注
目
点

　

土
壇
場
合
意
に
よ
っ
て
一
応
の
決
着
を

み
た
ブ
レ
グ
ジ
ッ
ト
で
あ
っ
た
が
、
依
然

と
し
て
不
確
定
要
素
が
多
数
存
在
し
て
い

る
。
こ
こ
か
ら
は
、
英
E
U
間
の
交
渉
に

限
ら
ず
、
ブ
レ
グ
ジ
ッ
ト
に
ま
つ
わ
る
さ

ま
ざ
ま
な
動
き
の
注
目
点
を
整
理
し
て
い

き
た
い
。
と
り
わ
け
重
要
な
ポ
イ
ン
ト
は

以
下
の
3
点
で
あ
ろ
う
。

　

1
点
目
は
、
今
回
の
英
E
U
間
の
合
意

に
は
盛
り
込
ま
れ
ず
、
先
送
り
と
な
っ
た

論
点
の
帰
結
で
あ
る
。
主
な
も
の
は
、
英

国
の
金
融
市
場
に
対
す
る
E
U
の
同
等
性

評
価
と
、
公
正
な
競
争
条
件
が
ゆ
が
め
ら

れ
た
際
の
対
抗
措
置
の
二
つ
で
あ
る
が
、

ど
ち
ら
も
早
期
決
着
は
望
み
が
た
い
。
欧

州
委
員
会
の
裁
量
余
地
が
大
き
い
同
等
性

評
価
に
つ
い
て
は
、
ロ
ン
ド
ン
に
代
わ
る

国
際
金
融
セ
ン
タ
ー
を
E
U
域
内
に
育
て

た
い
と
の
も
く
ろ
み
が
E
U
側
に
あ
る
以

上
、
簡
単
に
同
等
性
を
認
め
る
こ
と
は
な

い
だ
ろ
う
。
ま
た
、
対
抗
措
置
の
取
り
決

め
は
今
後
英
E
U
間
で
協
議
さ
れ
る

こ
と
に
な
る
が
、
既
に
F
T
A
を
結

ん
で
し
ま
っ
た
以
上
、
双
方
と
も
こ

れ
以
上
に
妥
協
す
る
イ
ン
セ
ン
テ
ィ

ブ
は
小
さ
い
。
当
面
は
不
透
明
な
状

況
が
続
く
と
見
込
ま
れ
る
。

　

2
点
目
は
、
英
国
の
E
U
以
外
と

の
通
商
交
渉
の
行
方
で
あ
る
。
英
国

は
こ
れ
ま
で
、
E
U
が
締
結
し
て
い

る
F
T
A
の
継
承
に
向
け
て
、
日
本

を
含
む
39
カ
国
・
地
域
と
交
渉
を
進

め
て
き
た
。
20
年
10
月
に
合
意
し
た

日
本
の
ほ
か
、
ス
イ
ス
や
シ
ン
ガ
ポ

ー
ル
、
韓
国
な
ど
33
カ
国
・
地
域
と

は
同
年
末
ま
で
に
署
名
に
至
っ
た
が
、
セ

ル
ビ
ア
な
ど
6
カ
国
と
は
協
議
継
続
と
な

っ
た
。
ま
た
、
カ
ナ
ダ
、
メ
キ
シ
コ
、
ヨ

ル
ダ
ン
の
3
カ
国
と
の
協
定
は
署
名
し
た

も
の
の
、
発
効
が
間
に
合
わ
ず
、
し
ば
ら

く
の
間
は
世
界
貿
易
機
関
（
W
T
O
）
ル

ー
ル
に
基
づ
く
取
引
な
ど
を
余
儀
な
く
さ

れ
て
い
る
。
英
国
内
の
企
業
が
こ
れ
ま
で

通
り
の
活
動
を
行
う
に
は
、
こ
う
し
た

国
々
と
の
協
定
を
、
早
急
に
合
意
・
発
効

に
こ
ぎ
着
け
る
必
要
が
あ
る
。
加
え
て
、

英
国
は
新
た
に
米
国
や
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
、

ニ
ュ
ー
ジ
ー
ラ
ン
ド
な
ど
、
E
U
が

F
T
A
を
結
ん
で
い
な
い
国
々
と
も
協
定

締
結
を
目
指
し
た
交
渉
を
続
け
て
い
る
。

こ
う
し
た
国
々
と
の
F
T
A
締
結
に
成
功

す
れ
ば
、
英
国
に
と
っ
て
は
数
少
な
い

E
U
離
脱
の
経
済
的
恩
恵
を
享
受
す
る
こ

と
が
で
き
る
た
め
、
そ
の
行
方
に
注
目
す

る
必
要
が
あ
る
。
し
か
し
、
と
り
わ
け
重

要
度
の
高
い
米
国
に
つ
い
て
は
、
バ
イ
デ

ン
新
大
統
領
が
そ
も
そ
も
ブ
レ
グ
ジ
ッ
ト

反
対
派
で
あ
っ
た
こ
と
も
あ
り
、
早
期
決

着
の
望
み
は
薄
い
だ
ろ
う
。

　

そ
し
て
3
点
目
は
、
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン
ド

の
独
立
機
運
の
高
ま
り
で
あ
る
。
英
国
の

北
部
に
位
置
す
る
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン
ド
で
は

14
年
に
も
独
立
の
是
非
を
問
う
住
民
投
票

が
実
施
さ
れ
た
が
、
55
％
強
の
人
々
が
反

対
に
投
票
し
、
一
度
は
残
留
が
決
定
し
た
。

し
か
し
、
16
年
の
国
民
投
票
で
、
ス
コ
ッ

ト
ラ
ン
ド
で
は
6
割
以
上
の
人
が
E
U
残

留
に
投
票
し
た
に
も
か
か
わ
ら
ず
E
U
離

脱
が
決
定
し
た
こ
と
に
よ
り
、
英
国
か
ら

の
独
立
機
運
が
再
燃
し
て
い
る
。
ス
コ
ッ

ト
ラ
ン
ド
民
族
党
（
S
N
P
）
の
党
首
で

あ
り
、
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン
ド
自
治
政
府
の
首

相
を
務
め
る
ス
タ
ー
ジ
ョ
ン
氏
は
、
英
国

か
ら
独
立
し
E
U
へ
再
加
盟
す
る
こ
と
を

目
指
し
、
独
立
を
懸
け
た
2
度
目
の
住
民

投
票
の
実
施
を
認
め
る
よ
う
に
英
政
府
へ

要
求
し
て
い
る
。
ジ
ョ
ン
ソ
ン
英
首
相
は

住
民
投
票
の
再
実
施
を
容
認
し
な
い
姿
勢

を
示
し
て
い
る
が
、
昨
年
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン

ド
自
治
政
府
の
新
型
コ
ロ
ナ
へ
の
迅
速
な

対
応
が
評
価
さ
れ
た
こ
と
で
S
N
P
の
支

持
率
が
上
昇
し
て
お
り
、
S
N
P
が
こ
の

ま
ま
の
勢
い
で
21
年
5
月
の
ス
コ
ッ
ト
ラ

ン
ド
議
会
選
で
大
き
く
勢
力
を
拡
大
す
れ

ば
、
英
政
府
へ
の
圧
力
を
一
段
と
高
め
て

い
く
と
み
ら
れ
る
。
現
状
で
は
、
実
際
に

住
民
投
票
が
実
施
さ
れ
、
ス
コ
ッ
ト
ラ
ン

ド
が
英
国
か
ら
独
立
す
る
可
能
性
は
低
い

と
み
ら
れ
る
が
、
新
た
な
英
国
内
の
政
治

的
混
乱
の
火
種
と
な
る
恐
れ
は
あ
る
。

日
英
E
P
A
に
つ
い
て

　

最
後
に
、
日
英
E
P
A
に
つ
い
て
、
そ

（出所）ONS、財務省を基に日本総合研究所作成

〈図表5〉日英の相手国別財輸出割合（2019年）
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の
影
響
と
意
義
を
確
認
し
た
い
。
ブ
レ
グ

ジ
ッ
ト
の
移
行
期
間
の
終
了
に
伴
い
21
年

1
月
に
発
効
さ
れ
た
同
協
定
の
内
容
は
、

デ
ジ
タ
ル
な
ど
一
部
分
野
を
除
き
、
基
本

的
に
は
日
欧
E
P
A
を
踏
襲
し
た
も
の
と

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
日
本
・
英
国
そ
れ

ぞ
れ
の
輸
出
に
占
め
る
相
手
国
の
シ
ェ
ア

は
数
パ
ー
セ
ン
ト
程
度
と
そ
れ
ほ
ど
大
き

く
な
い
（
図
表
5
）。

　

そ
の
た
め
、
日
英
E
P
A
が
発
効
す
る

こ
と
に
よ
る
双
方
の
景
気
押
し
上
げ
効
果

は
限
定
的
で
あ
り
、
混
乱
を
回
避
す
る
た

め
の
協
定
と
い
う
性
格
が
強
い
。
英
国
企

業
や
在
英
日
本
企
業
に
と
っ
て
は
、
英
・

E
U
間
の
物
流
の
混
乱
が
当
面
の
企
業
活

動
に
最
も
影
響
を
与
え
る
フ
ァ
ク
タ
ー
で

あ
ろ
う
。

　

た
だ
し
、
今
回
日
英
E
P
A
が
早
期
の

合
意
・
発
効
に
至
っ
た
こ
と
は
、
今
後
の

日
英
関
係
に
は
プ
ラ
ス
の
影
響
を
も
た
ら

す
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
英
国
は
環
太
平

洋
連
携
協
定
（
T
P
P
）
加
入
に
も
意
欲

を
示
し
て
お
り
、
日
本
政
府
は
こ
れ
を
歓

迎
す
る
と
表
明
し
て
い
る
。
21
年
の

T
P
P
議
長
国
で
あ
る
日
本
は
英
国
の

T
P
P
参
加
を
後
押
し
す
る
方
針
だ
が
、

今
回
の
E
P
A
は
そ
の
環
境
整
備
に
も
一

役
買
う
こ
と
に
な
る
だ
ろ
う
。


